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 ※印のついた用語は、用語説明を参照してください。 

ⅠⅠ  基基  本本  方方  針針   

広島市では、市民が安心して食を楽しむことができるまちづくりを目指して、「監視指導体制の整備と

連携の確保」や「効果的効率的な監視指導の実施」など５つの基本方針に基づいて、食品の安全性を確

保するための取組みを行っています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

１１  計計画画のの趣趣旨旨   

この計画は、食品衛生法※の規定に基づき、食品の生産・製造・流通状況や、食中毒や違反食品など

の食品衛生上の危害の発生状況を考慮して策定したものです。 

これに基づいた監視指導などを実施することで、市民の食の安全･安心の確保を図ります。 

  

２２  実実施施期期間間   

平成 28 年 4 月 1 日～平成 29年 3月 31 日 

 

３３  平平成成 2288 年年度度のの主主なな取取りり組組みみ   

 ⑴ 食中毒予防対策 

感染力が非常に強いノロウイルス食中毒や発生件数が多いカンピロバクター食中毒について、発

生事例をもとに、食材の加熱調理や二次汚染対策の徹底といった指導に加え、従事者の衛生管理と

衛生教育にも重点を置いた監視指導を行います。 

 ⑵ ＨＡＣＣＰ※を取り入れた自主衛生管理の促進 

食品などを取扱う事業者（以下、「事業者」といいます。）を対象としたＨＡＣＣＰの導入方法

に関する講習会の開催や食品衛生監視員※によるＨＡＣＣＰ導入に積極的な事業者への指導・助言に

よりＨＡＣＣＰ導入の支援を行います。 

⑶ 食の安全･安心に関する情報の発信 

市民や事業者へ、インターネットや広報番組などを利用して、食の安全・安心に関する様々な情

報を発信します。 

 

 

 

 

リスクコミュニケーション※の推進

（情報提供と意見交換） 

効果的・効率的な 

監 視 指 導 の 実 施 
自主衛生管理の促進 

監視指導体制の整備と 
連携の確保 

担当職員の資質の向上 

食の安全・安心の確保 
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 ※印のついた用語は、用語説明を参照してください。 

ⅡⅡ  監監視視指指導導体体制制のの整整備備とと連連携携のの確確保保    
効果的・効率的な監視指導を実施するため、市役所内部の協力体制を整えるとともに、国や関係自治

体、関係機関との連携を強化します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

健康福祉局 

教育委員会 

（健康教育課） 

(公財)広島市農林水産振興センター 

市 民 局 

（消費生活センター） 

こども未来局 

（保育指導課） 

 

環 境 局 

（環境保全課） 

 

広島市立病院機構 

（舟入市民病院） 

経済観光局 

（農林水産部など） 

水 道 局 

（水質管理課） 

広 島 市 

関係機関 

（農政局広島支局 

・県農林水産局など） 

関係自治体 

（食品衛生部局） 

厚生労働省・消費者庁 

（厚生局・検疫所） 

≪国・関係自治体・関係機関との連携≫ 

≪監視指導体制の整備≫ 

≪食の安全・安心ネットワーク≫ 

（１９関係課） 

食肉衛生検査所 

食 品保健 課 

食 品指導 課 

環 境衛生 課 

各 区 分 室 

保 健 所 

衛生研究所 

 

広島県、福山市、呉市 

（食品衛生部局） 
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 ※印のついた用語は、用語説明を参照してください。 

１１  監監視視指指導導体体制制    

食品衛生監視指導に関する業務は、以下の機関が協力して行います。 

また、休日も担当職員を配置して緊急対応に備えるとともに、緊急時における迅速な連絡体制や調査

体制を整備します。 

 

機 関 名 主 な 所 管 業 務 

 

保 

 

 

健 

 

 

所 

 

食 品 保 健 課 食品衛生施策の企画立案・調整、食品衛生に関する情報発信など 

 
企 画 係 

事業の企画立案、国・他自治体などとの連絡調整 

食品衛生協会など関係団体との連絡調整、職員研修の実施 

調 査 係 
食中毒発生状況の情報収集・整理・分析 

食品安全情報センターの運営、市民や事業者への情報提供 

食 品 指 導 課 
食品関係施設の監視指導、営業許認可、自主衛生管理の推進 

食中毒や苦情食品に係る調査・原因究明及び再発防止指導 

 第 一 食 品 係 飲食店や菓子製造施設、販売店などの監視指導 

＜担当区＞第一食品係：中区、南区、安芸区、 

第二食品係：東区、安佐南区、安佐北区 第 二 食 品 係 

広 域 食 品 係 
大規模食品製造施設、ホテルや給食施設などの大量調理施設の監視指導 

佐伯区の飲食店や菓子製造施設、販売店などの監視指導 

市 場 監 視 係 

広島市中央卸売市場の監視指導及び市場に入荷する鮮魚や青果の検査 

かき作業場の監視指導 

西区の飲食店や菓子製造施設、販売店などの監視指導 

環 境 衛 生 課 
病院などの給食施設の監視指導、井戸水など飲用水の衛生対策 

試験検査の信頼性確保のための内部点検など 

各 区 分 室 

（ 中 区 を 除 く ） 

 営業許認可の申請などの受付 

関係団体などとの連絡調整 

食 肉 衛 生 検 査 所 牛・豚などのと畜検査、食用不適食肉の排除、と畜場の衛生管理指導 

衛 生 研 究 所 食品などの試験検査（微生物、食品添加物、残留農薬など）、調査研究 

 

２２  食食品品ななどどのの検検査査体体制制のの整整備備    

食品衛生に関する検査を行う衛生研究所と食肉衛生検査所は、業務管理基準※に基づき、定期的な内部

点検の実施や外部精度管理を行い、検査の信頼性の確保に努めます。また、新しい検査法にも対応でき

るよう、必要な検査機器を整備するとともに、検査担当者の研修を行い、検査技術の向上を図ります。 
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 ※印のついた用語は、用語説明を参照してください。 

３３  庁庁内内のの連連携携    

市民局消費生活センターを始めとする１９の関係課で構成する「食の安全・安心ネットワーク」を設

置し、食の安全・安心に関する情報共有化を図ります。また、保育所や小中学校の給食施設において食

中毒が発生した場合などは、施設を所管する関係課と連携して迅速・的確に対応します。 

 

４４  国国やや関関係係自自治治体体ととのの連連携携    

大規模食中毒や違反食品による健康被害の発生･拡大防止を図るとともに、効果的･効率的な監視指導

を実施するため、国や関係自治体との連携を図ります。 

 

厚生労働省 

（中国四国厚生局、検疫所を含む。） 

・大規模食中毒の発生時の情報共有 

・総合衛生管理製造過程承認施設への監視・指導 

・輸入食品や広域流通食品の違反の発見など 

消費者庁 
・食品の産地偽装や品質表示基準違反などの食品表示の違反

など 

関係自治体 

・自治体間をまたがる食中毒の発生時の情報共有 

・輸入食品や広域流通食品の違反の発見 

・食品の表示に関する調査・指導 

・監視指導の取組みに係る情報交換など 
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 ※印のついた用語は、用語説明を参照してください。 

ⅢⅢ  効効果果的的・・効効率率的的なな監監視視指指導導のの実実施施   

食の安全・安心を確保するため、「食品衛生法」や「と畜場法※」、「食鳥処理の事業の規制及び食鳥検

査に関する法律」、「食品表示法※」などの法令に基づき、食品関係施設に対する効果的・効率的な監視

指導を実施します。 

 また、市内で製造・販売されている食品などの安全性を確認するため、計画的に検査を実施します。 

 

１１  監監視視指指導導項項目目    

食品の種類や食中毒の発生状況、施設の規模などを考慮して定めた「共通監視指導項目」と、食品の

特性に着目した「食品群ごとの監視指導項目」を定め、項目に沿った監視指導を行います。 

 

⑴ 共通監視指導項目 

区  分 監視指導項目 

施設の自主衛生

管理 

●施設の衛生管理 
施設内外の清潔保持や機械器具・洗浄設備の整備、使用水の適切な管理、
ねずみ及び昆虫の防除、排水・廃棄物の取扱い 

●管理運営要領の作成 
自主検査や販売などの記録の作成・保存 
自主回収や、健康被害につながるおそれのある異物混入などの申出があっ
た場合の対応手順などの策定 

従事者などの自

主衛生管理 

●食品衛生責任者※の設置 
●食品衛生責任者実務講習会の受講 
●食品取扱者の衛生管理 

健康管理、服装の清潔保持 
食品衛生に関する知識及び技術の習得 

食品の適正管理 

●食品などの取扱い 
原材料や製品の適正な取扱い、運搬・販売時の衛生管理 
検食・自主検査の実施 
成分規格※や製造基準※、保存基準※、使用基準※などの遵守 
異物混入防止対策 

●ＨＡＣＣＰに基づく衛生管理（ＨＡＣＣＰ導入型基準に基づく管理を行う場
合に限る。） 

●表示 
消費期限、賞味期限の設定方法及び適正表示 
食品添加物・アレルギー物質※・栄養成分・健康の保持増進効果などの適正
表示 
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 ※印のついた用語は、用語説明を参照してください。 

⑵ 食品群ごとの監視指導項目 

区 分 監視指導項目 

食  肉 

食肉製品 

・と畜場に搬入される牛、豚のうち、食用不適となった食肉の排除や処理時の衛生管理 

・食鳥処理場、食肉処理施設における衛生的な取扱い 

・ＨＡＣＣＰ方式導入施設に対する衛生管理状況の確認 

・食肉製品製造施設における記録の作成及び保存 

・細菌、成分規格、残留動物用医薬品※、食品添加物などの検査 

・飲食店などにおける加熱調理の徹底や原材料からの二次汚染の防止 

・生食用食肉の規格基準の遵守 

・販売施設における食品の温度管理、衛生的な取扱い 

乳 

乳製品 

・ＨＡＣＣＰ方式導入施設に対する衛生管理状況の確認 
・製造施設における記録の作成及び保存 
・成分規格、残留動物用医薬品などの検査 
・販売施設における食品の温度管理、衛生的な取扱い 

卵及び卵加工品 

・鶏卵選別包装施設（ＧＰセンター）における不良卵の排除、温度管理 
・液卵製造施設における記録の作成及び保存 
・飲食店などにおける食品の温度管理、衛生的な取扱い 
・賞味期限などの表示の確認 
・細菌、残留動物用医薬品などの検査 

魚介類 

魚介類加工品 

（生かきを除く） 

・中央卸売市場における保存温度、衛生的な取扱い 
・細菌、寄生虫、成分規格、残留動物用医薬品、環境汚染物質※、食品添加物などの検査 
・有毒魚介類（ナシフグなど）の排除 
・ふぐ処理施設及び販売施設におけるふぐの適正な取扱い 
・飲食店などにおける鮮魚介類の温度管理、衛生的な取扱い 
・アレルギー物質の適正表示（エビ、カニなど） 

生かき 

・かき作業場における衛生的な取扱い、用途区分(「生食用」又は「加熱調理
用」)や採取海域の適正表示 

・飲食店などにおける食品の温度管理、用途区分に応じた提供、販売 
・成分規格、貝毒※などの検査 

弁当・そうざい 

・施設、器具などの清掃、洗浄消毒などによる衛生的な管理 
・食品の十分な加熱調理、二次汚染の防止、低温保持、洗浄殺菌の徹底など 
・従事者の健康管理、手洗いの徹底、服装や身だしなみの清潔保持など 
・アレルギー物質の適正表示（小麦、乳、卵など） 

菓子 

・衛生管理の徹底による微生物の制御 
・賞味（消費）期限などの設定方法及び適正表示 
・原材料・製品などの適正な管理 
・アレルギー物質の適正表示（小麦、乳、卵など） 

野菜、果実、 
穀類、豆類、 
種実類、茶類 

及び 
これらの加工品 

・有毒植物の排除 
・中央卸売市場における衛生的な取扱い 
・飲食店などにおける生食用野菜・果実の保存温度、衛生的な取扱い 
・細菌、成分規格、残留農薬※、食品添加物、遺伝子組換え※などの検査 
・漬物製造施設における原材料の殺菌や製造時の温度管理、衛生的な取扱い 
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２２  食食品品関関係係施施設設へへのの立立入入検検査査    

広島市内の食品関係施設（約３１,５００施設（平成２７年１２月末現在））を業種・業態別に５段階

に区分し、立入回数を定めています。 

 

⑴ 立入検査計画 

区 分 回 数/年 対  象  施  設 施設数 

Ａ ４回以上 
・かき作業場   ・総合衛生管理製造過程承認施設※ 
・対米、対ＥＵ輸出水産物加工施設※ 

約１００ 

Ｂ ３回以上 

・飲食店営業(旅館、仕出し屋)・乳処理業 
・乳製品製造業       ・魚介類せり売営業    
・魚肉練り製品製造業    ・食品の冷凍又は冷蔵業 
・あん類製造業       ・アイスクリーム類製造業 
・食肉処理業        ・食肉製品製造業 
・乳酸菌飲料製造業     ・ソース類製造業 
・豆腐製造業        ・めん類製造業 
・そうざい製造業       ・清涼飲料水製造業  
・食鳥処理場（認定小規模施設） 

約２,５００ 

Ｃ ２回以上 

・菓子製造業        ・納豆製造業 
・かん詰又はびん詰食品製造業・食用油脂製造業 
・みそ製造業        ・添加物製造業 
・食肉販売業（処理加工を伴うもの） 
・魚介類販売業(処理加工を伴うもの)  
・加工水産物の製造業 

約１,７００ 

Ｄ １回以上 

・飲食店営業（一般食堂、レストランなど） 
・醤油製造業        ・酒類製造業 
・氷雪製造業        ・乳類販売業 
・加工水産物販売業 
・食肉販売業二類（処理加工を伴わないもの）        
・魚介類販売業二類(処理加工を伴わないもの) 
・食品製造業（漬物製造などの許可不要施設） 
・給食施設（学校や病院給食を除く）  

約１８,０００ 

Ｅ 随  時 

・飲食店営業(自動販売機、移動販売など)・喫茶店営業 
・氷雪販売業        ・魚介類など行商業 
・給食施設（学校や病院給食）・乳さく取業 
・食品販売業（そうざいや菓子販売などの許可不要施設） 
・器具容器包装販売業    ・添加物販売業 

約９，２００ 

 

⑵ 立入検査の方法 

食品衛生法に基づき、食品衛生監視員※が立入検査を実施します。監視指導項目に重点を置いた監

視指導を行い、必要に応じて関係者から報告を求めます。また、食中毒の発生状況や予防方法に関

する最新の情報を提供します。 
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 ※印のついた用語は、用語説明を参照してください。 

３３  食食品品ななどどのの検検査査    

市内で生産・製造・流通している食品、食品添加物、器具、容器包装を検査し、安全性を確認すると

ともに、検査結果を分析して、衛生指導に活用します。 

また、広島湾内のかきなどの貝毒検査や、と畜・解体された食肉のＢＳＥ検査なども行います。 

【試験検査項目の内容】 

○食 中 毒 起 因 菌：ノロウイルスやＥ型肝炎ウイルス、カンピロバクター、腸炎ビブリオ、サルモネラなど 

○衛 生 規 範：一般細菌や大腸菌（群）、黄色ブドウ球菌、セレウス菌など 

○残留動物用医薬品：合成抗菌剤や抗生物質など 

○食 品 添 加 物：保存料や漂白剤、着色料、酸化防止剤など 

○環 境 汚 染 物 質：水銀やカドミウムなどの重金属、ＰＣＢ※など 

○放 射 性 物 質：放射性セシウム１３４、１３７ 

○残 留 農 薬：農薬として使用される殺虫剤や除草剤、殺菌剤など 

 

区  分 試験検査項目 主な対象食品 計画検体数 

収
去
検
査
な
ど 

食中毒予防対策
（微生物検査） 

食中毒起因菌 
食肉、野生鳥獣肉、鶏卵、鮮魚介類、 

生かき 
３２９ 

衛生規範など 弁当、そうざい、生菓子、生麺 ２４２ 

成分規格など 乳製品、食肉製品、冷凍食品 １０１ 

食 品 安 全 対 策
（理化学検査） 

食品添加物、防ばい剤 加工食品、輸入かんきつ類 １２３ 

成分規格 食肉製品、乳、清涼飲料水、容器包装など ３０ 

栄養成分、アレルギー物

質、遺伝子組換え食品 
健康食品、加工食品 ２１ 

環境汚染物質、放射性物質 鮮魚介類、野菜・果物 ３２ 

酸価・過酸化物価 揚げ菓子、揚げ油 １６ 

塩分濃度、固形分 生かき ５９ 

ｐＨ、水分活性 漬物、食肉製品 ４５ 

カビ毒検査 苦情食品など ２ 

農 薬 安 全 対 策 残留農薬 野菜、果物、鶏肉、生乳 ７９ 

畜水産食品対策 残留動物用医薬品など 
食肉、乳、鶏卵、養殖魚 

食肉（牛、豚）（食肉衛生検査所実施） 

２５ 

２００ 

輸 入 食 品 対 策 成分規格、添加物など 輸入食品（菓子、野菜果物など） (再掲１００) 

小   計 １,３０４ 

そ
の
他 

貝 毒 対 策 貝毒 アサリ、かき、ムラサキイガイ ４５ 

食 肉 衛 生 対 策 
（食肉衛生検査所実施） 

細菌 食肉（牛、豚など） ７００ 

ＢＳＥ※など 

 

牛、めん羊、山羊 ２,０００ 

ＧＦＡＰ※ 牛 ８０ 

０ 
小   計 ２,８２５ 

合   計 ４,１２９ 
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 ※印のついた用語は、用語説明を参照してください。 

４４  違違反反発発見見時時のの対対応応   

立入検査や、食品の検査などにより、製造基準や表示基準※などの違反を発見した場合は、違反の内容

に応じて、製造・販売の中止や製品を回収・廃棄させることにより、迅速に違反食品の流通の防止対策

を実施します。また、違反などの原因を究明し改善指導を行い、再発防止を図ります。 

違反の内容が悪質な場合や他法令にも違反する場合は、関係機関と連携して対応します。 

また、輸入食品や市外流通品については、厚生労働省や関係自治体と連携して対応します。 

 

５５  食食中中毒毒予予防防対対策策    

⑴ ノロウイルス食中毒予防対策 

平成 24 年 12 月と平成 26年 1 月に市内の弁当製造施設で、平成 27年 11 月に市内の旅館で、ノロ

ウイルスによる大規模食中毒が発生しました。ノロウイルスは、冬季を中心に発生し、感染力が非

常に強いという特徴があります。近年は、従事者からの二次汚染が原因と考えられるケースが多く

報告されていることから、11月から 12月にかけて、ノロウイルス食中毒防止一斉監視を行い、大量

調理施設などのリスクの高い施設に対し、次の事項を重点的に指導します。 

  ア 食品取扱い施設の従事者の衛生管理と衛生教育、手洗いの徹底、施設や器具類の消毒 

イ 衛生講習会の開催や本市ホームページなどを利用した、予防方法の周知 

⑵ カンピロバクター食中毒予防対策 

市内における食中毒件数が最多であるカンピロバクター食中毒は、少ない菌数でも発症し、未加

熱や加熱が不十分である食肉の喫食、汚染された調理器具からの二次汚染を主な原因とする食中毒

です。時季を問わず年間を通して発生することから、年間を通じて監視指導を行います。 

   また、鶏肉は特にカンピロバクター汚染率が高いことから、市内を流通する鶏肉の衛生レベルの

向上を図るため、流通鶏肉のカンピロバクター汚染実態調査を行い、結果を生産段階へフィードバ

ックするなどの取組みを行います。 

 ⑶ その他の食中毒予防対策 

腸管出血性大腸菌やフグ毒、アサリやかきを原因とする貝毒などによる食中毒については、それ

ぞれの特性を踏まえ、監視指導を行います。 

 

６６  市市内内をを流流通通すするる食食品品のの拠拠点点ににおおけけるる食食のの安安全全確確保保    

広島市中央卸売市場や広島市食肉市場などにおける食品の安全性を確保するために、次の取組みを行

います。 

 ⑴ 広島市中央卸売市場 

   場内のせり売り場や、仲卸店舗などの食品取扱い施設を対象に、早朝監視を定期的に行います。

フグなどの有毒魚介類の排除や食品の適正表示、保存温度の確認のほかに、農水産物の残留農薬検

査などを行います。 

 ⑵ 広島市食肉市場 

   広島市と畜場に搬入される獣畜（牛、豚など）は、広島市食肉衛生検査所のと畜検査員が、一頭

ずつ検査し、食用に適さない食肉の流通を防止します。また、適切な解体処理が行われるよう、Ｈ

ＡＣＣＰに基づいたと畜場の衛生管理を指導します。 
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 ※印のついた用語は、用語説明を参照してください。 

７７  一一斉斉監監視視    

⑴ 夏期食品一斉監視 

食中毒が発生しやすい 7 月から 8 月に、大量調理施設や量販店などに対して、監視指導を行いま

す。 

 ⑵ ノロウイルス食中毒防止一斉監視 

   11 月から 12月に、大量調理施設や給食施設などのリスクの高い施設に対して、ノロウイルス食中

毒予防に重点を置いた監視指導を行います。 

⑶ 年末食品一斉監視 

多くの食品が流通する 12 月に、量販店を対象に添加物などの適正表示の点検を行います。また、

クリスマスケーキやおせち料理などの季節食品や、生かき・フグなど旬の食材を取扱う施設の監視

指導を行います。 

 ⑷ 大規模イベントなどの衛生指導 

フラワーフェスティバルやフードフェスティバルなどの大規模イベントでは、事前に出店品目を

確認し、事前指導を行うとともに、開催期間中は巡回指導を行います。 

 

８８  危危機機発発生生時時のの対対応応    

⑴ 食中毒発生時の対応 

ア 食中毒の発生を探知した場合や、他自治体から食中毒関連調査の依頼があった場合は、「広島市

食中毒対策実施要領」に基づき、速やかに患者の喫食状況・行動状況などを調査するとともに、

関係施設の調査や食品などの検査を行い、原因を究明します。また、営業禁止などの行政処分を

行い、健康被害の拡大を防ぐとともに、再発防止指導を行います。 

イ 健康被害の拡大が懸念される場合は、報道機関や市ホームページで発生状況を情報提供します。 

ウ 大規模食中毒（患者数が５００人を超える場合又は超える可能性がある場合をいいます。）の発

生時には、必要に応じて広島市危機管理計画に基づいた「大規模な食中毒に対する危機管理マニ

ュアル」に基づき対応します。 

⑵ 苦情などへの対応 

市民からの苦情や事業者からの報告を受けた場合は、速やかに事実確認を行い、原因を究明す

るとともに、必要に応じて改善指導などを行います。 

⑶ 災害時の対応 

「広島市地域防災計画」に基づき、風水害、震災、都市災害などが発生した場合には、衛生状態

の悪化などにより発生する危害を防止するため、災害発生地域内の食品関係施設への監視指導や、

避難所への巡回指導、市民への啓発を行います。 
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 ※印のついた用語は、用語説明を参照してください。 

ⅣⅣ  自自主主衛衛生生管管理理のの促促進進      
食の安全・安心を確保するためには、事業者が第一義的に責任を有していることを認識し、自主的な

衛生管理を実施することが重要です（食品衛生法第３条 食品等事業者の責務）。 

本市では、平成 26 年 12 月に「広島市食品衛生措置基準条例」を改正し、ＨＡＣＣＰに基づく衛生管

理の基準（ＨＡＣＣＰ導入型基準）を策定し、さらなる食品の安全性の向上を図るため、ＨＡＣＣＰに

基づく衛生管理を推進していくこととしています。 

このため、事業者に対し、ＨＡＣＣＰに基づく衛生管理を指導するとともに、監視指導などを通じて、

衛生知識を普及・啓発することにより、衛生意識の向上を図り、自主的な衛生管理を促進します。また、

必要な専門的助言を行うなど、抵抗感なくＨＡＣＣＰに基づく衛生管理を導入できるよう柔軟性のある

きめ細かな指導・助言を行います 

 

１１  事事業業者者のの自自主主衛衛生生管管理理のの促促進進   

⑴ 事業者への指導 

ア 監視指導や講習会を通じて、施設管理や取扱い食品の自主検査、記録の作成・保存、正確かつ

適切な市民への情報提供など、事業者として取り組むべき事項について指導します。 

イ 大規模弁当施設や給食施設などの施設については、「大量調理施設衛生管理マニュアル」に基づ

いた自主衛生管理を行うよう指導します。 

⑵ 自主回収体制の強化 

事業者が不良食品について自主回収を行う際、迅速かつ適切に回収が行えるように指導します。 

⑶ 食品衛生管理者※及び食品衛生責任者の設置 

食品営業施設には、食品衛生管理者または食品衛生責任者の設置が義務付けられており、未設置

施設に対しては、有資格者の設置について指導を強化します。 

⑷ 食品衛生責任者実務講習会の実施 

営業許可の更新時期に合わせて、食中毒予防の新しい知識や近年の食品衛生の動向について、食

品衛生責任者を対象とした講習会を開催します。講習会の案内を積極的に行うことで、受講率の向

上を目指します。 

⑸ 従事者に対する衛生教育 

従事者の業務の実態に沿った内容で衛生講習会を開催することで、より実践的な食中毒予防対策

の実施を支援します。 

⑹ 食品衛生功労者・優良施設の表彰 

食品衛生意識の向上を図り、業界の指導育成などに顕著な功績があった個人を食品衛生功労者と

して、また、他の模範となる良好な衛生管理を行っている営業施設を優良施設として表彰します。 

被表彰者は市ホームページなどで公開します。 

 

２２  ＨＨＡＡＣＣＣＣＰＰにに基基づづいいたた自自主主衛衛生生管管理理のの促促進進    

⑴ ＨＡＣＣＰ導入講習会の実施 

効率的なＨＡＣＣＰの導入方法、ＨＡＣＣＰ導入に至る体験談、導入にあたっての問題点及びメ

リットなどについての講習会を行い、事業者が自主的にＨＡＣＣＰを導入できるよう支援を行いま

す。 

⑵ 事業者へのＨＡＣＣＰ導入の支援 

ＨＡＣＣＰ導入に積極的な事業者に対して、厚生労働省が作成した手引書などの資料をもとに、

段階に応じた適切な助言などの支援を行います。 
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 ※印のついた用語は、用語説明を参照してください。 

 

⑶ ＨＡＣＣＰの認知度の向上 

流通販売業者へのＨＡＣＣＰの認知度を向上させ、将来的にＨＡＣＣＰが一般的な衛生管理手法

となることを目指し、事業者の自主的な衛生管理を促進します。 

 ⑷ 広島県食品自主衛生管理認証制度※の推進 

広島県が行っている食品自主衛生管理認証制度を普及し、自主的な衛生管理を促進します。 

 

３３  関関係係団団体体ととのの連連携携   

⑴ 一般社団法人広島市食品衛生協会との連携 

ア 食品衛生指導員※への支援  
一般社団法人広島市食品衛生協会（以下、「協会」といいます。）では、食品衛生指導員がボラ

ンティアとして飲食店などの巡回指導を行い、自主衛生管理の推進に努めています。本市からは、

講習会への講師派遣や、食品衛生に関する情報の提供を通じて、指導員の活動を支援します。  
 イ 啓発事業の協力 

   食品衛生の普及・啓発を目的とした、食中毒予防啓発パレードなどの事業を共催します。 

⑵ その他の関係団体との連携 

食品関係団体の協力を得て、事業者に対し食品衛生に関して注意すべき事項や食品衛生に関する

最新の情報を提供します。 
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 ※印のついた用語は、用語説明を参照してください。 

  

ⅤⅤ  リリススククココミミュュニニケケーーシショョンンのの推推進進（（情情報報提提供供とと意意見見交交換換））） 

市民の視点に立った食品衛生行政を推進するため、市ホームページやテレビ、リーフレットなどの様々

な媒体を通じて、食の安全・安心の確保に関する情報を発信します。 

また、リスク評価※やリスク管理※に関して市民や事業者の理解を深めるために、講習会や座談会など

を開催して、意見交換を推進します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１１  食食のの安安全全・・安安心心にに関関すするる情情報報のの提提供供    

⑴ 食品安全情報センターによる情報提供 

食品安全情報センター（食品保健課内）では、食品による健康被害を予防し、市民の食の安全・

安心の確保や事業者の自主衛生管理を促進するため、様々な情報を収集・分析しています。 

これらの情報については、市ホームページに、新たに設けられた「安全･安心情報」を活用し、タ

イムリーな提供に努めるなど、これまで以上に、市民が効果的に食中毒予防対策を行うことができ

るよう、情報発信の方法を見直します。 

また、メールマガジンの登録者数と、ホームページの閲覧者数の増加に努めるとともに、常に最

新の情報を市民や事業者に提供します。 

市   民 

立入検査を通じて、 

食の安全・安心情報提供 
意見交換会などの開催 

行 

 

政 

広島市ホームページ、広報紙などによ

る情報提供や報道機関への公表 

食品衛生講習会などの開催 

事

業

者 

《リスクコミュニケーション》 

市民、事業者、学識経験者、行政などで食品の危害（リスク）

についての情報や意見をお互いに交換すること。 

 

監視指導計画の公表と意見募集 

監視指導実施結果の公表 

学 識 経 験 者 
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 ※印のついた用語は、用語説明を参照してください。 

⑵ 食品衛生知識の普及 

最新の食中毒発生状況や食中毒予防対策などの、食品衛生に関する正しい知識の普及に努めます。 

ア 食品取扱い施設への立入検査時のリーフレット配布 

イ 広報紙への掲載や広報番組の放映 

ウ 生活衛生啓発パネル展、食品衛生講習会や市政出前講座の開催 

エ 小学校での「上手な手洗い授業」の実施 

⑶ ＨＡＣＣＰの認知度の向上 

一般消費者へのＨＡＣＣＰの認知度の向上に努めます。 

 ⑷ 食品の自主回収情報の提供 

自主回収が行われている食品で、本市に流通している可能性のあるものについては、市ホームペ

ージで情報を提供します。 

⑸ 違反食品及び食中毒などの公表 

食中毒や違反食品による被害拡大の防止や、健康被害のおそれのある食品などの速やかな排除の

ため、緊急に注意喚起が必要な場合は、違反状況、処分の対象となる事業者や違反食品を特定する

情報などを、市ホームページで公表するとともに、マスメディアに向けて情報発信を行います。 

   

２２  市市民民やや事事業業者者ととのの意意見見のの交交換換    

⑴ 意見交換会の開催 

意見交換を通じて相互理解を深めるとともに、今後の取組みに反映させます。 

  ア 市民を対象とした意見交換会 

    各講習会において、家庭で行える食中毒予防対策など、食の安全・安心に関する事項について

意見交換します。 

  イ 事業者を対象とした意見交換会 

    量販店や給食施設を対象とした講習会や事業者や事業団体との会議において、最新の食中毒予

防対策や消費者への安全･安心な食品の提供に着いて意見交換します。 

⑵ 広島市生活衛生推進員活動の支援 

本市では、食の安全・安心や住まいの生活衛生を向上するため、生活衛生推進員として約２００

名の市民ボランティアに自主的な活動を依頼しています。生活衛生推進員は、近隣の住民へのアド

バイスや生活衛生に関するイベントの開催などを行っています。保健所では、推進員活動の自主性

を尊重しつつ、開催されるイベントや勉強会への職員の派遣などを通じて、積極的な支援を行いま

す。 

⑶ 食品衛生監視指導計画に関する市民からの意見募集 

計画の策定に当たり、計画案を市ホームページや保健所や各区分室で公表し、市民から意見を募

集するとともに、寄せられた意見を計画に反映させます。 

⑷ 食品衛生監視指導計画の実施結果などの公表 

監視指導計画の実施結果は、翌年度の６月末日までに市ホームページなどで公表します。 
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 ※印のついた用語は、用語説明を参照してください。 

ⅥⅥ  担担当当職職員員のの資資質質のの向向上上    

的確で適切な監視指導や試験検査を行うため、職員研修や調査研究を積極的に実施し、職員の資質

の向上を図ります。また、市民の視点に立って、食品衛生に関する課題の本質を把握し、これを解決

することができる、使命感に満ち、行動力のある職員を育成します。 

 

１１  日日常常のの業業務務ににおおけけるる研研修修    

⑴ 職場内研修を行い、特異な事例や職務上の課題について、情報共有します。 

⑵ 大規模製造施設や中央市場などの特色のある施設で、より実践的な監視指導の手法や専門知識を

習得します。  
⑶ 監視指導部門と検査部門の間で、相互に職場研修を行い、互いの業務に関する認識を深めます。  

 

２２  研研修修会会へへのの参参加加    

⑴ 内部研修 

ア 監視指導の手法や専門知識、調査技術などの継承を目的とした職場内研修や、実地研修を

行うことにより、食品衛生監視員の資質の向上を図ります。（新任者研修、中堅研修など） 

イ 特徴的な事例や職務上の課題など、他の職員に役立つ情報を含めた勉強会を定期的に開催

し、職員間で必要な情報を共有するとともに、知識･技術の向上を図ります。 

ウ 食品に関する新たな危害や問題が発生するなど、これまでの経験や知識だけでは対応できない

事例も多いことから、外部講師を招き、業務に必要な知識、技術の習得や危機管理能力の向上に

努めます。 

⑵ 外部研修 

厚生労働省や消費者庁が主催する研修会や、各種学会、専門教育機関への派遣により、最先端の

知識・技術の習得に努めます。 
 

３３  食食品品衛衛生生にに関関すするる調調査査研研究究    

食品の製造・加工技術の高度化、食品流通の広域化などに対応するため、常に情報を収集し、食品衛

生の諸課題に関する調査研究を行います。各調査研究で得られた成果は、研修会や学会などで発表して

情報の共有化を図るとともに、新たな知見に基づくより効果的・効率的な監視指導の実施に活用します。 
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あ 行 【本文中、※印の付いた用語の説明】 

アレルギー物質 

食品衛生法では、特定のアレルギー体質を持つ方の健康危害の発生を防止する観
点から、食物アレルギーを引き起こすことが明らかになった食品のうち、現在「え
び、かに、小麦、そば、卵、乳、落花生」の７品目を含む加工食品は、その旨を表
示するよう定められています。 
また、「あわび、いか、いくら、オレンジ、カシューナッツ、キウイフルーツ、牛

肉、くるみ、ごま、さけ、さば、大豆、鶏肉、バナナ、豚肉、まつたけ、もも、や
まいも、りんごとゼラチン」の２０品目の表示を奨励しています。 

遺伝子組換え 

生物の細胞から有用な性質を持つ遺伝子を取り出し、植物などの細胞の遺伝子に
組み込み、新しい性質をもたせることをいいます。また、この技術を利用して作ら
れた食品と食品添加物を遺伝子組換え食品といいます。遺伝子組換え食品は安全性
について審査され、安全な食品と食品添加物のみ流通が認められています。 
これまで厚生労働省により安全性審査を経たものとしては、トウモロコシ、なた

ね、ジャガイモなどの農作物８作物（３０３品種）と、キモシン、αアミラーゼな
どの食品添加物９種類（２１品目）があります。（平成２７年１１月１２日現在） 
また、遺伝子組換え食品には「遺伝子組換えである」旨や「遺伝子組換え不分別

である旨」の表示が義務付けられています。 

か 行  

貝毒 
二枚貝が持つ自然毒のことです。二枚貝はプランクトンを餌としており、有毒プ

ランクトンが発生するとこの毒を蓄積して毒化し、食中毒の原因となることがあり
ます。麻痺性貝毒、下痢性貝毒を検査の対象としています。 

環境汚染物質 
水銀やカドミウムなどの重金属、ＰＣＢなど、私たちの生活環境の中に放出され、

かなりの長い間存在し、生物に悪い影響を与える可能性のある物質をいいます。 

業務管理基準 

検査機関で実施される試験検査及びその結果の信頼性を確保するためのシステ
ムを定め実施することで、英語表記では、ＧＬＰ（Good Laboratory Practice）と
いいます。 
検査部門に責任者を置き、施設・検査業務等の管理を行うとともに、異なる部門

に責任者を配置して、内部点検や外部精度管理等を行います。 

さ 行  

残留動物用医薬品 
動物用として承認を受け、畜産動物や養殖魚の病気の予防、治療に使用される薬

剤が畜水産食品に残留したものです。定められた使用方法を守らなければ、食品衛
生法で定められた基準値を超えて残留する恐れがあります。 

残留農薬 
野菜や果物などの農作物に、病害虫や雑草の防除、植物病原菌からの保護および

収穫効率を上げるなどの目的で使用される農薬のうち、栽培時や収穫後に使用した
農薬が残留したものを残留農薬といいます。 

用 語 説 明 
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ＧＦＡＰ 
ＧＦＡＰとは、 Glial Fibrillary Acidic Protein（グリア繊維性酸性タンパク）

の略称で、脳や脊髄固有のタンパク質です。牛海綿状脳症（ＢＳＥ）対策の一環と
して除去が義務付けられている脊髄による枝肉汚染の指標とされています。 

使用基準 
食品衛生法で定められた、食品や添加物の使用方法についての基準のことです。 

＜例＞ チーズ：ソルビン酸（保存料）３．０ｇ／ｋｇ以下 

食鳥処理の事業の
規制及び食鳥検査
に関する法律 

病気にかかった食鳥肉の排除、食中毒菌による食鳥肉汚染の防止などの衛生上の
危害の発生を防止することを目的とした法律です。 
食鳥処理場の許可や、食鳥検査の制度が設けられています。 

食品衛生監視員 
食品衛生法に基づいて、飲食店など食品関係施設の許可や監視指導、食品の検査、

衛生教育等を行う保健所職員のことをいいます。 

食品衛生管理者 
食品衛生法に基づいて、食肉製品や食用油脂、全粉乳等を製造又は加工する工場

などに配置する必要がある管理者のことです。食品衛生監視員と同等の資格を有す
る者で、施設における製造もしくは加工の段階で総合的な衛生管理を担当します。 

食品衛生指導員 
飲食店などにおける自主衛生管理を推進するため、定められたカリキュラムを修

了し、食品衛生協会から委嘱された方をいいます。 

食品衛生責任者 
施設の衛生管理を行うために、飲食店などの食品取扱い施設に設置が義務付けら

れている責任者のことです。 
調理師などの有資格者や所定の講習会を受講した方がなることができます。 

食品衛生法 

飲食による衛生上の危害が発生することを防止し、国民の健康を保護することを
目的とした法律です。食品の安全性を確保するため、「食品等事業者の責務」、「食
品等を取扱うための原則」、「食品や添加物等の基準」、「違反食品・食中毒の発生時
の措置や処分」などを規定しています。 

食品表示法 
これまで、複数の法律で規定されてきた食品の表示を一元化することにより、一

般消費者の利益の増進を図るとともに、国民の健康の保護・増進、食品の生産・流
通の円滑化などに寄与することを目的とした法律です。 

製造基準 
食品衛生法で定められた、食品や添加物の製造方法についての基準です。 
＜例＞清涼飲料水：使用原水の水質条件、殺菌・除菌方法等 

成分規格 
食品衛生法で定められた、食品や添加物の成分についての規格です。 
＜例＞魚肉ねり製品：大腸菌群が陰性 

総合衛生管理製造
過程承認施設 

ＨＡＣＣＰ（ハサップ）システムを導入して食品（牛乳、ハム・ソーセージな
ど）を製造する施設として、厚生労働大臣が承認した施設のことです。 

た 行  

対米、対ＥＵ輸出
水産物加工施設 

米国やＥＵが自国などへの水産加工品の輸入を認めた施設のことをいいます。 
これらの国へ輸出される水産食品は、輸出先が定めた要件に適合していなければ

なりません。本市では、輸出を希望する施設が定められた要件に従って製造加工し
ている施設を認定するとともに、中国四国厚生局と定期的な監視指導を行っていま
す。 
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と畜場法 
食用となる獣畜の適正な処理を確保することを目的とした法律です。 
なお、「と畜場」とは、食用に供する目的で牛、馬、豚、めん羊及び山羊をとさつ

し、又は解体するために設置された施設のことをいいます。 

は 行  

ＨＡＣＣＰ 

原材料の受入から最終製品までの工程ごとに、微生物による汚染や異物の混入な
どの危害を予測した上で、危害の防止につながる特に重要な工程を連続的・継続的
に監視し、記録することにより、製品の安全性を確保する衛生管理手法のことです。
ＨＡＣＣＰとは、Hazard Analysis Critical ControlPoint（危害分析･重要管理
点）の略称です。 

ＨＡＣＣＰ導入型
基準 

ＨＡＣＣＰ手法を用いて、食品取扱い施設の衛生管理を行う場合の基準のことを
いいます。 

表示基準 
品名、製造者の氏名、製造所所在地、賞味期限又は消費期限、使用添加物、アレ

レルギー物質等、食品表示法で、全ての加工食品に共通して表示しなければならな
い事項や特定の食品に表示しなければならない事項が義務づけられています。 

広島市食品衛生措
置基準条例 

食品衛生法に基づき、飲食店などの食品取扱い施設の内外の清潔保持などを確保
するため、平成１２年に定めた条例です。 

広島県食品自主衛
生管理認証制度 

 自主的な衛生管理に積極的に取組んでいる施設を評価するために広島県が設けた
制度で、第三者機関(県指定の認証機関)が県の定めた認証基準を満たしている施設
を認証します。認証された施設には，認証書と認証マークが交付されます。 

ＢＳＥ 

「牛海綿状脳症（Bovine Spongiform Encephalopathy）」の略称で、牛に存在する
プリオン蛋白が、病原性を獲得し異常となり、神経系の組織を破壊する病気です。 
ＢＳＥ、めん羊及び山羊のスクレイピーやヒトのクロイツフェルト・ヤコブ病等

を総称して、ＴＳＥ（伝達性海綿状脳症：Transmissible Spongiform Encephalopathy）
と総称される場合もあります。 

ＰＣＢ 
｢ポリ塩化ビフェニル化合物｣の総称です。絶縁性、不燃性に優れていることから

電気機器の絶縁油などに幅広く使用されていましたが、昭和４３年のカネミ油症事
件により生体、環境への影響が明らかになり、昭和４７年に製造が中止されました。 

保存基準 
食品衛生法で定められた、食品の保存温度など保存方法についての基準です。 
＜例＞冷凍食品：－１５℃以下で保存 

食肉、ゆでだこ、ゆでがに、生食用カキ：１０℃以下で保存 

ら 行  

リスク管理 

リスク評価の結果を踏まえて、すべての関係者と協議しながら、リスク低減のた
めの施策・措置について技術的な可能性、費用対効果などを検討し、適切な施策・
措置を決定、実施することです。 
リスクとは、食品中に存在する危害要因（健康に悪影響を及ぼすおそれのある生

物学的、化学的又は物理学的な物質・要因）により生じる健康への悪影響が発生す
る確率とその影響の程度を意味します。 
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リスクコミュニケ
ーション 

食品の安全性確保に関する情報を公開し、市民、食品等事業者、学識経験者及び
行政担当者が、食に関するリスクを認識、分析する過程において得られた情報及び
意見を相互に交換し、双方向の対話を図ろうとするものです。これにより、地域の
市民や食品等事業者を含む住民の意見を、食品衛生に関する施策に反映していきま
す。 

リスク評価 
食品中に含まれる危害要因を摂取することによって、どれくらいの確率で、どの

程度の健康への悪影響が起きるのかを科学的に評価することです。 


